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(５) 寺崎嘉博『刑事訴訟法』第 3 版（成文堂，平成25・2013年）316頁以
下参照。
(６) 訴因の特定について，山田道郎『新釈刑事訴訟法』(成文堂，平成25・
2013年）67頁以下参照。
(７) 最大判昭和37・11・28刑集16巻11号1633頁。
(８) 被告人の防御保障をどう考えるかについて，とりわけ訴因変更の文脈
において，具体的防御説と抽象的防御説とが争っている（たとえば上口
裕『刑事訴訟法』第２版（成文堂，平成23・2011年）314頁など参照）
が，本件に直接関係しないので割愛する。なお，二段階の防御説につい
て，白取祐司『刑事訴訟法』第６版（日本評論社，平成22・2010年）
279頁以下参照。
(９) 訴因特定は，本文で触れる審判対象の限定，防御対象の明確化のほか
に，公訴提起にともなう時効停止範囲の明確化，公訴取消し後の再起訴
禁止範囲の明確化，判決確定後の一事不再理効範囲の明確化などの意義
も持つ。
(10) 寺崎・前掲注（５）316頁。
(11) 池田修・前田雅英『刑事訴訟法講義』第５版（東京大学出版会，平成
26・2014年）238頁。
(12) ここでいう「意義」は「ある特定の言語ゲームにおけるその語の具体
的な機能」という意味の「意義」である。
(13) 公判前整理手続における証明予定事実記載書面の提出（刑訴316条の
13）は，いわば公判における冒頭陳述の前倒しであり，ここに作為義務
を証明する記載がなかったことの瑕疵を軽く見積もるべきでないだろう。
起訴状と作為義務記載のない証明予定事実記載書面とをあわせて理解す
れば，作為態様の死体遺棄も訴因とされていると理解するのが自然であ
る。
(14) 訴因不特定の公訴棄却として，最判昭和33・1・23刑集12巻１号34頁。
(15) この点につき，江藤・前掲注（１）71頁以下。
(16) 酒巻・前掲注（２）296頁以下。
(17) 最判昭和26・6・15刑集５巻７号1277頁。
(18) 最判昭和29・8・24刑集８巻８号1392頁。
(19) 最判昭和29・12・17刑集８巻13号2147頁。
(20) 江藤・前掲注（１）71頁以下。
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(21) 内田優「免訴判決を得て」刑弁情報44号(平成25・2013年)58頁以下。
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